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記
載
し
て
、
当
該
設
備
を
担

当
す
る
工
業
会
の
確
認
を
受

け
、
工
業
会
が
メ
ー
カ
ー
に

証
明
書
を
発
行
す
る
と
い
う

流
れ
と
な
る
。

　
Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｓ
で
は
、
２
月
か

ら
証
明
書
の
発
行
受
付
を
開

始
。
メ
ー
カ
ー
は
証
明
書
発

行
申
請
書
、
書
式
１
、
書
式

２
を
Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｓ
に
郵
送
。
Ｊ

Ｅ
Ａ
Ｓ
で
は
、
内
容
に
不
備

等
が
な
い
場
合
に
は
２
週
間

程
度
で
証
明
書
を
発
行
。
証

明
書
の
発
行
を
受
け
た
メ
ー

カ
ー
は
、
ユ
ー
ザ
ー
に
証
明

書
を
転
送
。
ユ
ー
ザ
ー
は
証

明
書
の
確
認
を
受
け
た
設
備

を
経
営
力
向
上
計
画
に
記
載

し
て
、
計
画
申
請
書
及
び
そ

の
写
し
と
証
明
書
の
写
し
を

　
中
小
企
業
で
は
、
生
産
性

の
更
な
る
向
上
と
投
資
額
と

の
兼
ね
合
い
に
課
題
を
持
つ

ケ
ー
ス
が
多
い
。
政
府
は
昨

年
度
の
税
制
改
正
で
、
中
小

企
業
の
投
資
を
後
押
し
す
る

こ
と
を
目
的
に
、
中
小
企
業

等
経
営
強
化
法
に
基
づ
く

「
中
小
企
業
経
営
強
化
税

制
」（
以
下
、経
営
強
化
税
制
）

を
増
設
。
そ
の
中
で
、
防
犯

カ
メ
ラ
、
Ｅ
Ａ
Ｓ
（
電
子
商

品
監
視
機
器
）
等
の
防
犯
設

備
を
導
入
す
る
こ
と
で
、
生

産
性
向
上
に
寄
与
す
る
場
合

に
は
、
特
例
と
し
て
固
定
資

産
税
の
半
減
、
法
人
税
は
設

備
取
得
額
の
一
部
が
控
除
対

象
と
し
て
認
め
ら
れ
る
よ
う

に
な
っ
た
。

　
中
小
企
業
庁
で
は
、
２
月

か
ら
日
本
万
引
防
止
シ
ス
テ

ム
協
会
（
以
下
、
Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｓ
）

を
申
請
窓
口
と
し
て
指
定
。

同
制
度
の
利
用
に
よ
り
、
中

小
企
業
の
防
犯
設
備
の
有
効

活
用
が
広
が
る
こ
と
が
期
待

さ
れ
る
。

　
昨
今
、
防
犯
設
備
機
器
は

防
犯
用
途
の
み
な
ら
ず
、
通

常
業
務
に
お
い
て
も
有
効
活

用
す
る
試
み
が
進
ん
で
い

る
。
今
回
の
中
小
企
業
等
経

営
強
化
法
に
基
づ
く
、
経
営

強
化
税
制
も
こ
う
し
た
流
れ

に
沿
っ
た
も
の
で
、
中
小
企

業
が
設
備
を
導
入
す
る
た
め

の
投
資
を
促
進
す
る
施
策
。

　
経
営
強
化
税
制

の
対
象
と
な
る
中

小
企
業
は
、
①
資

本
金
も
し
く
は
出

資
金
の
額
が
１
億

円
以
下
②
資
本
金

も
し
く
は
出
資
金

を
有
し
な
い
法
人
で
従
業
員

１
０
０
０
人
以
下
③
常
時
使

用
す
る
従
業
員
数
が
１
０
０

０
人
以
下
の
個
人
が
対
象
。

資
本
金
が
１
億
円
以
下
で

も
、
同
一
の
大
規
模
法
人
か

ら
２
分
の
１
以
上
の
出
資
、

ま
た
は
２
社
以
上
の
大
規
模

法
人
か
ら
３
分
の
２
以
上
の

出
資
を
受
け
る
企
業
は
対
象

外
、
対
象
は
電
気
、
水
道
、

鉄
道
、
航
空
運
輸
、
銀
行
、

娯
楽
等
を
除
く
業
種
。
同
制

度
の
対
象
と
な
る
設
備
の
所

在
地
は
、　
道
県
で
あ
る
こ

40

と
が
条
件
（
埼
玉
、
千
葉
、

東
京
、
神
奈
川
、
愛
知
、
京

都
、
大
阪
は
対
象
外
）。

　
対
象
と
な
る
防
犯
設
備

は
、
販
売
開
始
か
ら
６
年
以

内
の
防
犯
カ
メ
ラ
、
Ｅ
Ａ
Ｓ

等
で
、
１
シ
ス
テ
ム
あ
た
り

　
万
円
以
上
の
新
製
品
が
対

30象（
中
古
は
対
象
外
）。
加
え

て
、
生
産
効
率
、
エ
ネ
ル
ギ

ー
効
率
、
精
度
な
ど
、
経
営

力
向
上
に
資
す
る
指
標
が
、

旧
モ
デ
ル
比
で
年
平
均
１
％

以
上
向
上
し
て
い
る
設
備
と

な
っ
て
い
る
。
基
本
的
に
ソ

フ
ト
ウ
ェ
ア
は
対
象
外
。

　
こ
の
税
制
措
置
を
利
用
す

る
場
合
、「
一
定
程
度
の
対
象

設
備
の
事
前
証
明
手
続
き
が

必
要
と
な
る
」（
中
小
企
業

庁
・
太
刀
川
徹
課
長
補
佐
）。

生
産
性
向
上
に
貢
献
す
る
設

備
へ
の
投
資
と
認
め
ら
れ
た

場
合
に
は
、
特
例
と
し
て
固

定
資
産
税
を
３
年
間
に
わ
た

っ
て
半
減
。
そ
し
て
、
法
人

税
（
個
人
事
業
主
の
場
合
は

所
得
税
）
は
、
即
時
償
却
か

取
得
金
額
の
　
％
（
資
本
金

10

３
０
０
０
万
円
超
、
１
億
円

以
下
の
法
人
は
７
％
）
の
税

額
控
除
を
選
択
適
用
で
き

る
。
　
中
小
企
業
が
経
営
強
化
税

制
の
適
用
を
申
請
す
る
場

合
、
ユ
ー
ザ
ー
は
防
犯
設
備

を
生
産
し
た
メ
ー
カ
ー
に
証

防犯設備導入で税制優防犯設備導入で税制優遇遇
中
小
企
業
向
け
に
防
犯
カ
メ
ラ
、

Ｅ
Ａ
Ｓ
等
が
対
象

中
小
企
業
庁
／
Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｓ
 　
 

明
書
の
発
行
を
依
頼
。
依
頼

を
受
け
た
設
備
メ
ー
カ
ー

は
、
中
小
企
業
庁
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
（h

ttp
://w
w
w
.c

h
u
sh
o
.m
e
ti.g
o
.jp
/

k
e
ie
i/k
y
o
k
a/k
o
u
g
y

ou
k
ai.h
tm
l

）
で
ダ
ウ
ン

ロ
ー
ド
で
き
る
証
明
書
（
様

式
１
）、
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト

（
様
式
２
）
に
必
要
事
項
を

太刀川課長補佐

添
付
し
て
、
主
務
大
臣
宛
に

計
画
を
申
請
。
主
務
大
臣
は

申
請
を
受
け
、
計
画
認
定
書

と
計
画
申
請
書
の
写
し
を
ユ

ー
ザ
ー
に
交
付
す
る
。
こ
の

一
連
の
流
れ
で
、
経
営
力
向

上
に
寄
与
す
る
設
備
と
認
め

ら
れ
れ
ば
、
税
法
上
の
他
の

要
件
を
満
た
す
こ
と
で
、
税

務
申
告
で
税
制
上
の
優
遇
措

置
を
受
け
ら
れ
る
。

　
経
営
強
化
税
制
の
適
用
期

間
は
、
平
成
　
年
４
月
１
日

29

か
ら
平
成
　
年
３
月
　
日
ま

31

31

で
。
認
定
を
受
け
て
か
ら
設

備
を
取
得
す
る
流
れ
が
原
則

だ
が
、
設
備
取
得
後
に
申
請

す
る
場
合
に
は
、
設
備
取
得

日
か
ら
　
日
以
内
に
経
営
力

60

向
上
計
画
が
受
理
さ
れ
る
こ

と
が
必
要
と
な
る
。


